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大規模災害の経済損失額（想定額）

経済損失（想定）額

新潟県中越地震（平成16年） 約3兆円

熊本地震（平成28年） 約3.8兆円

東日本大震災（平成23年） 約16.9兆円（推計）

首都直下地震 約95.3兆円（想定）

南海トラフ巨大地震 約207.8兆円（想定）

※経済損失額は、新潟県（中越地震）、熊本県（熊本地震）、内閣府

内閣府 防災情報より

重要ポイント1 南海トラフ巨大地震の経済損失額は東日本大震災の12倍超
重要ポイント2 国の負債は1000兆円 国の1年間の国家予算100兆円
重要ポイント3 首都直下地震と南海トラフ巨大地震合計すると約300兆円の損失
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〇大規模地震発生時に緊急物資や避難者等を輸送するための耐震強化岸壁の整備
を港湾における大規模地震対策施設整備の基本方針」（１９９６年１２月策定）に基づき
推進。注）阪神淡路大震災１９９５年１月１７日に発生
〇地震が切迫している地域においても耐震強化岸壁が未整備の港湾が多い。
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岸壁の耐震強化は事後対策から始まったが、それ以後事前対策
へ変わってきている。
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岸壁及びドルフィンの耐震性の考え方
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2014年4月に日本海難防止協会から発表された
「大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究」報告書に付随する「港内津波対策の手引き」より
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船舶運航者は被害者になる可能性と港湾施設破壊者ひ
いては国際物流停滞という加害者になる可能性がある

実験と理論的検討がなされえていない以上、耐震強化岸壁の設計にあわないので係留すべきでない

実験と理論的検討がなされえていない以上、耐震強化岸壁の設計にあわないので係留すべきでない

7



• 岸壁建設側の耐震岸壁の定義
船舶を岸壁に係留せずに岸壁が単独にある場合に地震が
発生した時に岸壁が壊れないように設計されている。
しかし岸壁に船を係留すると
①地震時の岸壁と係留船の連成振動
②津波来襲時の岸壁と係留船の連成振動
2面から検討が必要になるが検討されていない。
小型船は津波の時には緊急出港することがアンケート調
査で明らかになっているが大型船は入船係留が多いために
係留避泊になるとの結果となっている。

• 地震津波時の岸壁利用者の岸壁に対する理解
港外避泊ができない場合は係留強化で対応する。

耐震岸壁の定義
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地震と津波越流時の岸壁と係留船の力関係
押流れ及び戻流れの時、岸壁を吊り上げ沖側に引きずり出す力が働く。
耐震岸壁の設計者はこのような外力が働くことは想定していない。

結果的に想定外の設計外力を係留施設に与えて岸壁を壊し、阪神
淡路大震災後の23年間に亘る事業継続計画をぶち壊す結果を引き
起こす可能性がある。
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エネルギー港湾での港内避泊

港湾火災の可能性があるエネルギー港湾にタンカーが港内避泊する
することは火に油を注ぐ形となる。加害者の立場に立つ可能性がある。

大型タンカー係船岸が抱える問題点
入港時は満載状態なので、UKCが小さく船の回頭が難しいため入船係留になる。
出船係留にすると荷役設備の配置換えが必要になる。
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港外避泊の利点
きつい海面勾配の
中での船体運動

穏やかな海面勾配
の中での船体運動

穏やかな海面勾配の中での船体運動 きつい海面勾配の中での船体運動
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事前対応と事後対応

〇事前対応
人〇 生活〇 移動手段〇 会社組織〇 情報伝達手段〇
相手企業〇 物資〇 物資輸送〇

〇事後対応
人？ 生活？ 移動手段？ 会社組織？ 情報伝達手段？
相手企業？ 物資？ 物資輸送？

〇事後対応の弱点
ビジネスは他との競争である。
復旧に手間取っている間に競争に負けてしまう。
神戸港の事例
世界の港湾別コンテナ取扱量で、神戸港は1980年に世界３位だった。
1995年の阪神・淡路大震災で23位に急落し、2018年は64位。
アジア経済の急成長で国内港は軒並み地位を落としたが、神戸港の衰
退は際立つ。震災以降、横浜港、東京港にも抜かれ、国内首位に返り咲
くことはなかった。国土交通省港湾局調べ
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事前対応と事後対応の比較
・事前対応の経費
①出船係留にするには荷役施設の配置換え等の工事が必要になり、一時的業
務停止が発生する。
②係留施設の一部変更が必要になる。
③耐震岸壁は事前対応の事例である。

・事後対応の経費
①係留施設に被害が出れば、荷役ができなくなり長期間における業務停止が
発生することが予想される。
②想定外の費用発生の可能性がある。

・船側と港湾側で連携した対応の必要性が発生
陸上におけるBCPの始りは事後対応であったが、それ以後は事前対応に移行
している。
海側においても事前対応することで被災が軽減され、結果的に復旧が早くなる
という利点がある。

今後船側と港湾建設側で連携した対応が必要である。
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船舶運航者側の地震津波への対応

• 従来災害が起これば、国が復旧費を計上して、
復旧事業を行ってきた。

• しかしこれほど災害が多発すると、復旧費計上
の前に日本経済が回らなくなるのではないかと
いった懸念が出てくる。

• 関東大震災が起これば、日本の中枢の本社機
能が停止し、経済基盤が回らなくなり、企業の海
外移転も起こる可能性があると言われている。

• 災害に対する事前対応の意識改革が求められ
ている。
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岸壁設計者と岸壁利用者の意見交換

• 1996年から2020年迄25年間にわたって築い
てきた耐震岸壁を壊してはいけない。

• 岸壁設計者と岸壁利用者の意見交換が全く
できないまま今日に至ったことに大きな問題
であった。

• 今回このような委員会が持たれたことは大変
有意義なことであり、感謝している。
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